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はじめに 

 

                     

我が国の自殺対策は、平成１８年に 

自殺対策基本法が制定されて以降、国 

を挙げて自殺対策を総合的に推進した 

結果、自殺者数は３万人台から減少に 

転じましたが、依然として毎年２万人 

を越える状況にあります。 

このような中、本市においても、平成３１年３月に「地域がひとつになって 

いのちを支え合うまち かほく」を基本理念とした「かほく市自殺対策計画」

を策定し、市の実情に応じた自殺対策の取り組みを推進してまいりましたとこ

ろ、令和４年１０月に、政府が推進すべき自殺対策の指針として「自殺総合対

策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣議

決定されました。 

今回、この国の自殺総合対策大綱やこれまでの取り組みを踏まえ、第２期計

画を策定いたしました。これまでの基本施策に、新たに女性の自殺対策として

「女性への支援の充実」を加え、困難な問題を抱える女性への支援のための具

体的な取り組みや事業を掲げています。 

自殺は、健康問題だけでなく、生活困窮や過労など様々な社会的要因が複合

して起こることが知られており、その多くが追い込まれた末の死であります。

また、自殺は、個人だけの問題ではなく、その多くが防ぐことができる社会的

な問題と考えられます。 

市民一人ひとりがこころの健康づくりの大切さを意識し、地域の皆様がお互

いに気遣いあうかほく市の地縁を活かした見守りなど、行政だけでなく、市

民、地域、関係機関・団体等との協働により推進していくことが必要と考えて

おりますので、今後も皆様のご理解ご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 

最後に、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご指導をいただきましたか

ほく市自殺対策推進委員会の皆様、アンケート等にご協力いただいた市民の皆

様方に心から感謝と御礼を申し上げます。 

 

令和６年３月 

かほく市長 油野  和一郎 
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第１章    計画の概要 

 

 

１ 計画策定の背景 

（１）国・石川県の動向  

全国の自殺者数は、平成10年以降、14年連続で３万人を超える状態が続き、

平成22年以降３万人を下回る状況が続き、令和３年では２万830人まで減少し

てきています。 

国においては平成18年に「自殺対策基本法」を施行し、平成28年に改正し、

自殺対策を新たに「生きることの包括的な支援」と位置づけ、都道府県及び市

町村に自殺対策についての計画策定を義務づけました。 

さらに、自殺総合対策大綱は、自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき

自殺対策の指針として定めるものであり、平成19年6月に策定された後、平成24

年8月と平成29年7月に見直しが行われました。平成29年に閣議決定された大綱

について、令和3年から見直しに向けた検討に着手し、我が国の自殺の実態を踏

まえ、令和4年10月、「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない

社会の実現を目指して～」が閣議決定されました。 

見直し後の大綱では、コロナ禍の自殺の動向も踏まえつつ、これまでの取組

に加え、「子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化」「女性に対する支援の

強化」「地域自殺対策の取組強化」「新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏

まえた対策の推進」などを追加し、総合的な自殺対策の更なる推進・強化を掲

げています。 

石川県では、平成18年に制定された「自殺対策基本法」に基づいて「石川県

自殺対策行動計画」を策定し、様々な自殺対策の施策に取り組んでいます。ま

た、平成30年4月には「第２次石川県自殺対策計画」を策定し、「自殺予防に向

けた相談・支援の充実」「心の健康づくりと早期発見・早期治療の促進」「自殺

未遂者や遺族等に対する支援の充実」のさらなる推進と、若年層や中高年の自

殺対策など新たな取組を推進しています。 

 

  



 
2 

 

（２）計画策定の趣旨  

本市では、国の「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏ま

え、総合的な自殺対策を推進するために「かほく市自殺対策計画」を令和元年

度に策定し、計画に掲げた様々な自殺対策に全力で取り組んでまいりました。 

前計画の計画期間（令和元年度～令和５年度）が終了することから、国、県

等の動向を踏まえるとともに、大規模災害や新型コロナウイルス感染症の影響

による暮らしの不安やこころの悩みなど新たな課題にも対応するため、「地域

がひとつになって いのちを支え合うまち かほく」をめざし、「第２期かほく市

自殺対策計画」を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、平成28年に改正された「自殺対策基本法」に基づき、国の定める

「自殺総合対策大綱」等の趣旨を踏まえて、同法第13条第２項に定める「市町

村自殺対策計画」として策定するものです。 

また、市の最上位計画である第2次かほく市総合計画との整合を図るほか、そ

の他関連計画での取組等と整合・連携し、計画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和10年度の５年間とします。 

国の法律や社会情勢の動向により必要な場合は計画を見直します。 

 

令和元
年度 

令和２
年度 

令和３
年度 

令和４
年度 

令和５
年度 

令和６
年度 

令和７
年度 

令和８
年度 

令和９
年度 

令和 10
年度 

          

  

【 国 】 

自殺対策基本法 

（平成 28年改正） 

 

自殺総合対策  

大綱 

【 石川県 】 

石川県自殺対策

計画 

 

 

かほく市自殺対策計画 

・かほく市地域福祉計画 

・かほく市高齢者福祉計画、介護保険事業計画 

・かほく市障がい者計画、かほく市障がい福祉計画 

かほく市障がい児福祉計画 

・かほく市子ども・子育て支援事業計画 

・かほく市教育振興基本計画 

・その他関連計画 

整合・連携 

第２次かほく市総合計画 

整合 

整合 

整合 

かほく市自殺対策計画 第２期かほく市自殺対策計画 
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４ ＳＤＧｓの視点を踏まえた生きることの包括的な支援の推進 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、令和12年までに「誰一人取り残さな

い」持続可能でより良い社会の実現を目指す世界共通の目標であり、17の目標

と169のターゲットが掲げられています。 

令和４年10月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」の中では、自殺防止や

遺族支援といった狭義の自殺対策だけでなく、「生きる支援」に関する地域のあ

らゆる取組を総動員して、「生きることの包括的な支援」を推進することが重要

であると示されており、この考え方は、「誰一人取り残さない持続可能な世界の

実現」を目指すＳＤＧｓの理念と合致するものと考えられます。 

そのため、自殺総合対策大綱を踏まえて策定する本計画においてもＳＤＧｓ

の理念を取り入れ、地域や関係団体と連携し、各種取組を推進していきます。 

 

≪本計画に関連するＳＤＧｓの目標≫ 
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第２章    かほく市の自殺の現状と課題 

 

 

１ 人口の推移 

（１）性別年齢別人口  

かほく市の人口ピラミッドをみると、第１次ベビーブーム（昭和22～24年）、

第２次ベビーブーム（昭和46～49 年）の世代が突出した２つのふくらみをも

つ「ひょうたん型」となっており、男性では70～74歳、45～49歳の人口が、女

性では70～74歳の人口が最も多くなっています。 

男女別にみると70歳以上で男性に比べ、女性の人口が多くなっています。 

 

人口ピラミッド（令和２年） 

【男性】                【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年 10月１日現在） 
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（２）年齢３区分別人口の推移  

かほく市の総人口をみると、平成27年まで減少していたものの、令和２年に

は増加に転じ、34,667人となっています。 

年齢３区分別でみると、生産年齢人口（15～64歳）が減少をみせている一方

で、老年人口は増加を続けており、少子高齢化が進んでいます。 

 

年齢３区分別人口 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：国勢調査（令和２年 10月１日現在） 
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２ 自殺の現状 

（１）自殺死亡率の推移  

かほく市の自殺死亡率の推移をみると、平成27年以降増減を繰り返しつつも、

令和元年では自殺死亡率が25.4と大きく増加し、石川県・全国と比べ高くなっ

ています。 

 

自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022（平成 27年～令和３年）、 

地域における自殺の基礎資料（令和４年） 
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※「地域自殺実態プロファイル」とは 

このページ以降に使用している「地域自殺実態プロファイル」とは、自殺総合対策推進セン

ターが作成したデータで、国勢調査、人口動態統計調査、企業・経済統計、生活・ライフスタ

イルに関する統計（国民生活基礎調査、社会生活基本調査等）に基づき、自治体ごとの自殺者

数や自殺率についてまとめて、自殺の実態を明らかにするものです。 
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（２）自殺者数の推移  

自殺者数の推移をみると、令和元年で9人と最も多く、その後は減少傾向をみ

せつつも、令和４年には増加し6人となっています。 

 

自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022（平成 27年～令和３年）、 

地域における自殺の基礎資料（令和４年） 

 

 

（３）年代別自殺者の状況  

① 性別自殺者の年齢構成 

性別で自殺者の年齢構成をみると、男性は50歳代、60歳代の割合が高く、女

性は70歳代の割合が高くなっており、石川県と比べ高くなっています。 

 

性別自殺者の年齢構成（男性）（平成 29年～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022、石川県は厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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性別自殺者の年齢構成（女性）（平成 29年～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022、石川県は厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

※「20歳未満」「60歳代」「80歳以上」の割合は 0.0となっています。 

 

② 性別・年代別の自殺死亡率 

性別・年代別の自殺死亡率をみると、男性では20歳代、50歳代、60歳代で全

国よりも高くなっています。女性では20歳代、40歳代、70歳代で全国よりも高

くなっています。 

 

性別・年代別の自殺死亡率（平成 29年～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022  
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（４）自殺未遂者の状況  

本市の自殺未遂歴の有無をみると、「あり」の割合が10.7％となっています。 

 

自殺未遂者の状況（平成 29年～令和３年の合計） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料 

※かほく市は令和３年の数値が非公表のため、平成 29年～令和２年の合計値から算出 

 

 

（５）職業別の自殺者数の状況  

有職者の自殺の内訳については、自営業・家族従業者が１人（9.1％）、被雇

用者・勤め人が10人（90.9％）となっています。 

 

有職者の自殺の内訳（性・年齢・同居の有無の不詳を除く）（平成 29年～令和３年の合計） 

 

項目 自殺者数 割合 全国割合 

自営業・家族従業者 1人 9.1％ 17.5％ 

被雇用者・勤め人 10人 90.9％ 82.5％ 

合計 11人 100.0％ 100.0％ 

資料：地域自殺実態プロファイル 2022 

 

 

  

10.7 17.5 19.4

85.7 65.5 62.3

3.6
17.0 18.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

かほく市 石川県 全国

（％）

あり なし 不詳
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３ アンケート調査結果からみた現状 

（１）調査の概要  

① 調査の目的  

かほく市自殺対策計画の策定の基礎資料として、調査を実施するものです。 
 

② 調査対象  

市内にお住まいの方 

 

③ 調査期間  

令和５年４月21日～令和５年５月18日 
 

④ 調査方法  

郵送配付・郵送回収方式 
 

⑤ 回収状況  

配布数 有効回答数 有効回答率 

1000通 398通 39.8％ 
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（２）調査の結果  

① からだやこころの健康状態について 

ア 現在のこころの健康状態 

「おおむね健康である」の割合が55.5％と最も高く、次いで「健康である」

の割合が24.4％、「あまり健康でない」の割合が15.6％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「あまり健康でない」の割合が増加していま

す。一方、「健康である」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ こころの不調が続いた時の医療機関の受診有無 

「受診しない」の割合が47.0％と最も高く、次いで「かかりつけ医に受診す

る」の割合が36.2％、「精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専門の医

療機関を受診する」の割合が12.8％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

かかりつけ医に受診する

精神科（心療内科やメンタルクリニック等）の専
門の医療機関を受診する

受診しない

無回答

36.2

12.8

47.0

4.0

39.0

10.5

46.8

3.7

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

％

健康である

おおむね健康である

あまり健康でない

健康ではない

無回答

24.4

55.5

15.6

3.3

1.3

31.5

54.4

10.0

3.7

0.5

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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ウ 医療機関を受診しない理由（医療機関などを受診しないと回答した人の

み） 

「自然に治るだろうから」の割合が52.4％と最も高く、次いで「身近な人に

話して気分がすっきりするから」の割合が31.0％、「自分で解決できるから」の

割合が30.5％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「お金がかかるから」の割合が増加していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

自然に治るだろうから

自分で解決できるから

お金がかかるから

身近な人に話して気分がすっきりするか
ら

周囲の目が気になるから

仕事や家族の世話で忙しいから

どこを受診すればいいかわからないから

体調を崩すのは自分自身が原因だから

医療機関では治せないから

相談の秘密が漏れるのが不安だから

なるべく薬に頼りたくないから

家族・友人が反対するだろうから

交通手段がないから

その他

無回答

52.4

30.5

21.4

31.0

3.7

13.4

19.8

12.8

8.0

2.1

19.8

0.5

0.5

5.9

1.1

56.8

31.3

11.5

35.9

2.6

14.1

15.6

12.0

9.4

3.6

19.8

2.1

0.5

7.8

0.5

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 187）

平成30年度調査

（回答者数 = 192）
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②アルコールについて 

ア 飲酒量（アルコール含有飲料を飲むと回答した人のみ） 

「１～２ドリンク」の割合が65.3％と最も高く、次いで「３～４ドリンク」

の割合が26.3％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 不安や悩み、ストレスについて  

ア 不安や悩みの解消法 

「趣味の時間をもつ」の割合が37.4％と最も高く、次いで「外で気分転換を

する」の割合が36.9％、「ゆっくり休息を取る」の割合が35.9％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

ゆっくり休息を取る

外で気分転換をする

深呼吸をして気持ちを整える

趣味の時間をもつ

ストレスの要因へ早めに対処してみる

お酒を飲む

買い物をする

家族や知人にやつあたりをする

物を壊したりする

家族や知人などに相談してみる

病院等の専門機関へ行く

処方された薬を服用する

その他

特にない

無回答

35.9

36.9

12.1

37.4

9.0

12.1

19.3

1.5

1.0

28.4

4.0

4.3

5.5

9.5

3.8

32.4

41.2

10.7

35.1

11.0

11.7

18.3

4.1

1.5

28.3

2.7

3.7

5.6

9.8

2.9

0 20 40 60 80 100

％

１～２ドリンク

３～４ドリンク

５～６ドリンク

７～９ドリンク

10ドリンク以上

無回答

65.3

26.3

5.3

0.5

0.5

2.1

62.0

24.0

6.3

1.4

1.0

5.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 190）

平成30年度調査

（回答者数 = 208）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）



     

 
15 

 

イ 不安や悩みを相談できるところ 

「ある」の割合が66.1％、「ない」の割合が24.1％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 不安や悩みの相談相手 

「同居の家族や親族」の割合が60.8％と最も高く、次いで「同年代の友人や

同僚」の割合が39.2％、「別居の家族や親族」の割合が24.9％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「同居の家族や親族」の割合が増加していま

す。一方、「近所の知り合い」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

同居の家族や親族

別居の家族や親族

同年代の友人や同僚

恋人

近所の知り合い

学校や職場の先輩・後輩

学校の先生や職場の上司

カウンセラー

かかりつけの病院の医師

かかりつけの病院の看護師

かかりつけの薬局の薬剤師

公的機関の相談員

民間の相談員

専門電話やメール相談員

その他

相談したいができない

相談しようと思わない

無回答

60.8

24.9

39.2

1.8

4.3

8.8

1.5

0.5

7.8

1.8

0.5

0.5

0.0

0.0

0.8

1.5

9.3

2.3

52.0

20.5

41.0

1.7

9.3

4.4

1.0

1.0

7.6

0.2

0.7

2.2

0.2

1.0

2.7

3.7

8.3

4.4

0 20 40 60 80 100

％

ある

ない

無回答

66.1

24.1

9.8

64.1

27.1

8.8

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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エ 相談したり、助けを求めたりすることは恥ずかしいことだと思うか 

“思う”（「そう思う」＋「どちらかというとそう思う」）の割合が19.9％、“思

わない”（「どちらかというとそう思わない」＋「そう思わない」）の割合が76.9％

となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「どちらかというとそう思わない」の割合が増

加しています。一方、「そう思わない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④ 地域とのつながりなどについて  

ア 地域の人と交流する機会 

市内の人や地域の人と話をしたり、交流したりする機会については、“ある”

（「よくある」＋「ときどきある」）の割合が56.8％、“ない”（「あまりない」＋

「ほとんどない」）の割合が41.0％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「ほとんどない」の割合が増加しています。一

方、「よくある」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

よくある

ときどきある

あまりない

ほとんどない

無回答

12.8

44.0

17.1

23.9

2.3

25.6

39.0

16.8

18.3

0.2

0 20 40 60 80 100

％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

無回答

4.3

15.6

30.9

46.0

3.3

3.7

15.1

24.1

52.4

4.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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イ 地域の人々は声をかけ合っているか 

「どちらかというとそう思う」の割合が46.5％と最も高く、次いで「どちら

かというとそう思わない」の割合が23.4％、「そう思う」の割合が17.6％となっ

ています。 

平成30年度調査と比較すると、「どちらかというとそう思わない」の割合が増

加しています。一方、「そう思う」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 学校や職場での人間関係 

「まあ良い」の割合が61.8％と最も高く、次いで「良い」の割合が18.1％と

なっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

良い

まあ良い

あまり良くない

良くない

無回答

18.1

61.8

7.3

1.3

11.6

20.5

59.8

9.5

2.2

8.0

0 20 40 60 80 100

％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

無回答

17.6

46.5

23.4

10.3

2.3

26.3

42.7

17.8

12.0

1.2

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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⑤ こころの健康や病気に関することについて  

ア こころの病気の認知度 

「うつ病」の割合が83.7％と最も高く、次いで「認知症」の割合が82.7％、

「アルコール依存症」の割合が72.9％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「統合失調症」の割合が増加しています。一方、

「うつ病」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 職場でのメンタルヘルスの制度有無（仕事をしていると回答した人の

み） 

「ある」の割合が37.7％と最も高く、次いで「わからない」の割合が32.5％、

「ない」の割合が22.4％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「ある」の割合が増加しています。一方、「な

い」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

ある

ない

わからない

無回答

37.7

22.4

32.5

7.5

32.3

55.8

－

12.0

0 20 40 60 80 100

％

うつ病

双極性障害（躁うつ病）

パニック障害・不安障害

摂食障害

統合失調症

アルコール依存症

認知症

その他

無回答

83.7

37.2

54.5

58.0

34.4

72.9

82.7

2.5

9.0

86.8

39.3

57.3

57.1

31.2

75.4

81.5

2.0

6.8

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成29年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 228）

平成30年度調査

（回答者数 = 217）
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ウ メンタルヘルスの内容（職場にメンタルヘルスの制度があると回答した

人のみ） 

「ストレスチェックテストを実施している」の割合が86.0％と最も高く、次

いで「メンタル面で相談できるカウンセラーと契約している」、「こころの不調

などによる病気休暇からの職場復帰の際に、復職が円滑にいくような配慮をし

ている（職場復帰支援）」の割合が23.3％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 自殺対策について 

「社会的な問題であるので社会的な対策が必要である」の割合が47.2％と最

も高く、次いで「よくわからない」の割合が42.7％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「よくわからない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

メンタル面で相談できるメンタルヘルス専門医と契約して
いる

メンタル面で相談できるカウンセラーと契約している

ストレスチェックテストを実施している

うつ病チェックテストを実施している

管理者向けにメンタルヘルスに関する研修を行っている

従業員向けにメンタルヘルスに関する研修を行っている

こころの不調などによる病気休暇からの職場復帰の際に、
復職が円滑にいくような配慮をしている（職場復帰支援）

その他

無回答

19.8

23.3

86.0

5.8

20.9

19.8

23.3

1.2

2.3

21.4

25.7

88.6

2.9

18.6

18.6

20.0

－

－

0 20 40 60 80 100

％

社会的な問題であるので社会的な対策が
必要である
個人の問題であるので社会的な対策は必
要ではない

よくわからない

無回答

47.2

4.8

42.7

5.3

47.1

8.8

37.3

6.8

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 86）

平成30年度調査

（回答者数 = 70）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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オ 自殺対策は自分自身に関わる問題か 

「そう思わない」、「どちらともいえない」の割合が21.1％と最も高く、次い

で「あまりそう思わない」の割合が20.4％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「どちらともいえない」の割合が増加していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 死にたいと思ったことがあるか 

「ない」の割合が59.0％と最も高く、次いで「ある」の割合が25.9％、「答え

たくない」の割合が10.1％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

ある

ない

答えたくない

無回答

25.9

59.0

10.1

5.0

27.8

61.7

6.8

3.7

0 20 40 60 80 100

％

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

どちらともいえない

無回答

11.3

19.3

20.4

21.1

21.1

6.8

15.1

19.3

22.2

21.0

15.9

6.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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キ 死にたいと思った原因（死にたいと思ったことがあると回答した人の

み） 

「家庭に関すること（家族関係の不和、子育て、家族の介護・看病等）」の割

合が35.9％と最も高く、次いで「勤務に関すること（転勤、仕事の不振、職場

の人間関係、長時間労働等）」の割合が34.0％、「健康に関すること（自分の病

気の悩み、からだの悩み等）」の割合が23.3％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「勤務に関すること（転勤、仕事の不振、職場

の人間関係、長時間労働等）」「男女に関すること（失恋、恋愛、結婚をめぐる

悩み等）」「学校問題（いじめ、学業不振、教師との人間関係等）、友人との人間

関係」の割合が増加しています。一方、「家庭に関すること（家族関係の不和、

子育て、家族の介護・看病等）」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

家庭に関すること（家族関係の不和、子育て、家
族の介護・看病等）
健康に関すること（自分の病気の悩み、からだの
悩み等）
経済的な問題（借金、生活苦、倒産、事業不振、
負債、失業等）
勤務に関すること（転勤、仕事の不振、職場の人
間関係、長時間労働等）
男女に関すること（失恋、恋愛、結婚をめぐる悩
み等）
学校問題（いじめ、学業不振、教師との人間関係
等）、友人との人間関係

その他

答えたくない

無回答

35.9

23.3

19.4

34.0

14.6

21.4

8.7

5.8

1.0

46.5

19.3

19.3

15.8

7.9

15.8

12.3

3.5

－

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 103）

平成30年度調査

（回答者数 = 114）
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ク 死にたいと思った時の相談有無（死にたいと思ったことがあると回答し

た人のみ） 

「相談したことはない」の割合が44.7％と最も高く、次いで「同居の家族や

親族」の割合が23.3％、「同年代の友人や同僚」の割合が18.4％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「同居の家族や親族」「学校や職場の先輩・後

輩」の割合が増加しています。一方、「相談したことはない」の割合が減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

相談したことはない

同居の家族や親族

別居の家族や親族

同年代の友人や同僚

恋人

近所の知り合い

学校や職場の先輩・後輩

学校の先生や職場の上司

カウンセラー

かかりつけの病院の医師

かかりつけの病院の看護師

かかりつけの薬局の薬剤師

公的機関の相談員

民間の相談員

専門電話やメール相談員

その他

無回答

44.7

23.3

9.7

18.4

1.0

0.0

6.8

1.9

3.9

3.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

9.7

57.0

17.5

10.5

14.9

2.6

0.9

0.9

1.8

3.5

6.1

0.9

－

1.8

0.9

2.6

3.5

－

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 103）

平成30年度調査

（回答者数 = 114）
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ケ 自殺未遂の経験有無（死にたいと思ったことがあると回答した人のみ） 

「いいえ」の割合が64.1％と最も高く、次いで「考えたことはあるが経験は

ない」の割合が25.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ 周りで自殺をした方 

「いない」の割合が66.3％と最も高く、次いで「親族」の割合が13.3％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

いない

家族

親族

職場関係者

その他

無回答

66.3

1.8

13.3

9.3

4.0

6.8

0 20 40 60 80 100

％

はい

いいえ

考えたことはあるが経験はない

無回答

6.8

64.1

25.2

3.9

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 103）

平成29年度調査

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成29年度調査
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サ 自殺予防の対策で、充実させる必要があること 

「身近な相談体制の充実・強化」の割合が48.2％と最も高く、次いで「精神

科などの専門医へ受診しやすい環境づくり」の割合が26.1％、「学校での「いの

ち」に関する教育」の割合が21.4％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「学校での「いのち」に関する教育」「孤立化

しやすい人を地域で見守るネットワーク」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

身近な相談体制の充実・強化

債務（借金返済）相談の充実

企業などに対する自殺予防への理解や促進

自殺未遂者、自殺者の親族などへの支援

家庭での「いのち」に関する教育

精神科などの専門医へ受診しやすい環境づくり

内科や外科などの身近なかかりつけ医によるうつ
病などへの対応の充実

学校での「いのち」に関する教育

うつ病や自殺に関する市民への啓発活動

高齢者の孤立を防ぐ対策

教師、職場の上司など相談に応じる人への研修

自殺予防への取り組みについてのＰＲ・情報発信

孤立化しやすい人を地域で見守るネットワーク

ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）
等を活用した情報発信

子ども・若者への支援

その他

無回答

48.2

9.8

8.8

7.3

13.8

26.1

12.6

21.4

5.0

20.6

6.3

3.5

7.5

3.8

10.6

4.8

16.8

52.2

9.8

10.0

3.4

16.3

26.8

16.1

28.3

3.9

17.8

5.6

5.1

15.6

3.7

－

1.2

14.9

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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⑥ 相談相手・相談機関について  

ア 「こころの健康や病気」についての情報収集 

「テレビ」の割合が47.2％と最も高く、次いで「インターネット」の割合が

35.9％、「友人・家族」の割合が29.6％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「インターネット」の割合が増加しています。

一方、「テレビ」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

友人・家族

本・雑誌

新聞

テレビ

ラジオ

病院・診療所

インターネット

講演会

市の広報誌

保健所

ＳＮＳ

その他

無回答

29.6

24.4

28.4

47.2

5.5

16.3

35.9

5.0

12.1

1.0

12.1

4.0

6.5

38.0

36.6

40.2

61.2

10.0

19.5

28.3

8.3

14.1

2.0

4.6

1.5

3.7

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成29年度調査

（回答者数 = 410）
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イ 相談機関の認知度 

「市健康福祉課（ほのぼの健康館）」の割合が63.1％と最も高く、次いで「病

院・診療所」の割合が36.4％、「市社会福祉協議会」の割合が26.4％となってい

ます。 

平成30年度調査と比較すると、「市消費生活センター」の割合が減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ どのようなことがあれば相談したいか 

「守秘義務を確実に守る」の割合が51.8％と最も高く、次いで「匿名で相談

できる」の割合が35.7％、「専門家による相談」の割合が31.2％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

守秘義務を確実に守る

身近に相談窓口がある

24時間いつでも対応してくれる

電話やメール等での相談ができる

専門家による相談

匿名で相談できる

その他

相談したくない

無回答

51.8

30.9

23.1

27.9

31.2

35.7

2.0

7.5

8.8

48.8

34.4

22.9

26.6

35.9

34.1

2.2

5.9

11.0

0 20 40 60 80 100

％

市健康福祉課（ほのぼの健康館）

市社会福祉協議会

市消費生活センター

市こども総合センター

県こころの健康センター

病院・診療所

24時間いじめ相談テレホン

市こども発達相談支援センター

市高齢者支援センター

石川中央保健福祉センター（保健所）

その他

無回答

63.1

26.4

20.6

7.5

16.8

36.4

22.1

6.5

11.6

12.6

2.3

13.6

64.9

26.8

25.9

5.9

19.5

37.3

21.7

8.8

16.1

17.3

1.5

14.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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⑦ かほく市の事業について 

ア 事業の認知度 

「広報誌・ホームページでの普及啓発」の割合が25.6％と最も高く、次いで

「自殺予防週間・自殺対策強化月間普及啓発キャンペーン」の割合が14.8％、

「自殺防止のための電話相談カード配布」の割合が10.6％となっています。 

平成30年度調査と比較すると、「広報誌・ホームページでの普及啓発」の割合

が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ こころの健康や自殺予防について学ぶ機会があった方がよいか 

「どちらかというとそう思う」の割合が47.7％と最も高く、次いで「そう思

う」の割合が25.9％、「どちらかというとそう思わない」の割合が10.3％となっ

ています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

無回答

25.9

47.7

10.3

8.0

8.0

30.0

47.6

8.3

7.6

6.6

0 20 40 60 80 100

％

自殺予防週間・自殺対策強化月間普及啓
発キャンペーン

自殺防止のための電話相談カード配布

広報誌・ホームページでの普及啓発

健康レッスン（こころの健康）

ママリフレッシュ事業

ゲートキーパーの養成

その他

無回答

14.8

10.6

25.6

6.5

5.5

1.8

7.0

48.2

16.8

11.2

21.7

8.0

4.9

1.7

5.6

53.4

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成29年度調査

（回答者数 = 410）

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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ウ ゲートキーパーの認知度 

「知らない」の割合が81.7％と最も高くなっています。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

知っている

名前は聞いたことがある

知らない

無回答

3.3

9.3

81.7

5.8

2.0

6.3

86.1

5.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 398）

平成30年度調査

（回答者数 = 410）
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４ かほく市における自殺対策の課題について 

前計画の基本目標ごとに、国の方針やアンケート調査、事業の評価を踏まえ

て、本市の自殺対策の課題を整理しました。 

 

（１）「こころ健やかに支え合うまちづくり」について  

① こころの健康づくりの推進 

○一般健診事業などでもうつ病スクリーニングを実施することによりハイリ

スク者を早期発見し、必要・適切な情報の提供や相談ができる体制の整備

等を進めることが必要です。 

○市民自らが健康づくりに取り組むことができるように支援していくことが

必要です。 

○ひきこもりやアルコール等の依存症については、当事者・家族などの団体

活動を支援、連携できる体制を充実することが必要です。 

 

② 自殺予防の大切さの啓発と周知 

○現状の普及啓発では、自殺防止に関する理解と関心を深めることが十分に

できているといえる状況になく、今後もより一層の普及啓発を実施するこ

とが必要です。 

 

③ 自殺を防ぐ地域力の向上 

○地域で孤立する世帯や孤独と感じる人を早期に発見できるよう地域におけ

る見守り活動や助けあい活動を推進するため、自治会をはじめとする地域

組織活動への支援を行い「地域での課題は自分たちで解決していく」意識

を高めることが必要です。 

  

④ 児童生徒のSOSの出し方に関する教育 

○社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を

身に付けるための子どもとその保護者に対する「ＳＯＳの出し方に関する

教育」など、自殺対策に関する教育の実施を進めることが必要です。 
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（２）「適切な相談と支援につなげるネットワークづくり」について  

① 相談窓口体制と連携強化  

○自殺は多種多様な要因が複雑に関係していることから、身近な地域の相談

窓口が市民にとって相談しやすいものになるよう体制の充実を図り、市民

の状況に応じたきめ細かな相談支援を行うとともに、関連する支援内容や

相談窓口の周知を図ることが必要です。 

〇子ども・若者の支援の充実や、ICT（インターネット・SNS等）活用した相

談・支援の検討や普及啓発を図ることが必要です。 

 

② 「気づき」「つなげる」人材の養成 

○ゲートキーパーは自殺対策において早期対応の中心的役割を果たすことが

期待されるため、ゲートキーパーの認知度を向上させるとともに、より多

くの市民がゲートキーパーとしての意識を持って身近な人を支え合うこと

ができるよう、幅広く研修などを実施することが必要です。 

 

③ 適切な精神保健医療福祉サービスの提供 

○自殺につながるこころの問題を抱えていても医療・行政サービスを受けて

いない人が多くみられます。こころの問題により自殺の危険性の高い人を

早期に発見し、必要に応じて適切な精神科医療・保健福祉サービスが受け

られるよう体制を整えていくことが必要です。 
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（３）「生きるための重点的な支援と充実」について  

① 働く人への支援の充実 

○仕事がうまくいかなかった場合等に、精神的に追い詰められることなく、

再就職などのやり直しを選択できるよう支援することが必要です。また、

若年の労働者は職業人として経験が浅いことなどから、職場の上司との関

係や仕事上の悩みなどで苦しむことも多く、その結果転職を繰り返すなど

職場に定着しにくい状況があるため、職業相談などを実施することで就職

を支援する必要があります。 

○仕事と生活を調和させ、誰もがやりがいや充実感を感じながら健康で働き

続けることのできる社会を実現するため、長時間労働の是正、ワーク・ラ

イフ・バランスの確保、職場のメンタルヘルスやハラスメント対策の普及

啓発、相談体制の整備・充実が必要です。 

 

② 高齢者への支援 

○高齢化率の増加に伴い、高齢者のひとり暮らし世帯や高齢者のみの世帯の

割合も増加し、地域で「孤立」する高齢者の増加が懸念されています。ま

た、高齢期を迎えても心身ともに健康に過ごすためには、社会参加や地域

活動へ参加し、交流を図ることが重要です。地域包括ケアシステムと連携

しながら、高齢者の孤立を防ぐための居場所づくりや、社会参加に向けた

取組の促進が必要です。 

 

③ 自殺未遂者や遺された人への支援 

○自殺未遂者は、再び自殺を企図するリスクが高くなると言われており、自

殺の再企図を防ぐためには、周囲の人による気づきから精神科医療や支援

機関へのつなぎを行うとともに、保健・医療・福祉・教育・労働・法律な

どの関係機関の連携を強化し、自殺の危険性を高めている様々な問題に対

して包括的に対応することが重要です。 

○自死遺族は、大切な人を失ったことに対する深い悲しみや自責の念を抱き、

また、周囲の誤解や偏見により地域から孤立状況に陥る可能性があります。

そのため、自死遺族に対しての支援の推進を図るとともに、市民に自死遺

族の方々への配慮について理解の促進を図ることも必要です。なお、支援

に当たっては、自殺者及び自殺未遂者や親族の名誉及び生活の平穏に十分

配慮し、不当に侵害することがないよう留意が必要です。 
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④女性への支援の充実 

〇コロナ禍の影響などにより女性の自殺者が増加したことから女性に対する

支援の強化が必要です。 

妊産婦への支援の推進に加え、雇用問題や配偶者からの暴力、孤独・孤立

等の様々な困難を抱える女性に対する相談・支援の充実が課題となってい

ます。 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 

 

 

１ 基本理念 

本市の将来像は「海とみどりに抱かれた、にぎわいあふれるまち」を掲げ、

人が集い、人を育み、そして発展を続けるまちをめざしています。  

この将来像の実現に向けて、自殺対策分野では、こころ健やかに支えあい、

誰も自殺に追い込まれることのないまちづくりを進めています。 

本計画の基本理念については、これまでの自殺対策の取組との連続性、整合

性から前かほく市自殺対策計画の理念「地域がひとつになって いのちを支え

合うまち かほく」を引き継ぐものとします。 

この基本理念に基づき、市民の誰もが自殺に追い込まれることのないまちづ

くりをめざします。 

 

 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

  

地域がひとつになって いのちを支え合うまち かほく 
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２ 基本目標 

本計画の基本理念の実現に向けて、前計画同様３つの基本目標を設定し、施

策の効果的な推進を図ります。 

 

 

（１）こころ健やかに支え合うまちづくり  

自分の家族や友人、職場の仲間等、周りにいる人が自殺に追い込まれるよう

な危機にあることに気づいたら、声をかけ、話を聞き、思いに寄り添い、必要

に応じて専門家につなぎ、見守っていくことが重要です。そのため、自殺に対

する誤った認識や偏見をなくし、自殺が身近な問題であることや、危機に陥っ

た人の心情や背景に対する理解を深められるよう啓発活動を推進します。 

また、子どもたちを取り巻く変化の早期の把握、スクールカウンセラーなど

を利用した相談支援を行い、子どもたちの悩みに寄り添った支援を行います。 

 

 

（２）適切な相談と支援につなげるネットワークづくり  

自殺対策の推進には行政だけではなく、保健・医療機関や学校をはじめ関係

機関、団体、企業・事業所、市民など多岐にわたる関係者が互いに連携し総合

的に推進していくことが重要です。そのため、それぞれの主体が役割を果たし

て連携し、様々な領域において積極的に自殺対策に取り組む体制づくりを推進

します。 

また、誰も一人で思いつめることがないよう相談窓口や支援機関の周知を行

います。 

 

 

（３）生きるための重点的な支援と充実  

自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等を増やすことで自殺リス

クを低下させることができます。孤立の防止、被害者支援、働く人・高齢者・

子ども・女性を対象としたもの等、目的に応じた居場所づくりを推進し、困り

ごとや不安を抱えた人が地域や支援とつながることができるよう、環境を整え

ます。また、悩みや抑うつ感を抱えがちな自殺未遂者の家族や知人などへの支

援も行います。 
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１ こころ健やかに
支え合うまちづ
くり 

２ 適切な相談と支
援につなげるネ
ットワークづく
り 

３ 生きるための 
重点的な支援と
充実 

 

３ 計画の体系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

地
域
が
ひ
と
つ
に
な
っ
て 

い
の
ち
を
支
え
合
う
ま
ち 

か
ほ
く 

（１）こころの健康づくりの推進 

（２）自殺予防の大切さの啓発と周知 

（３）自殺を防ぐ地域力の向上 

（４）児童生徒の SOSの出し方に関する教育 

（１）相談窓口体制と連携強化 

（２）「気づき」「つなげる」人材の養成 

（３）適切な精神保健医療福祉サービスの提供 

（１）働く人への支援の充実 

（２）高齢者への支援 

（３）自殺未遂者や遺された人への支援 

（４）女性への支援の充実 
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第４章    施策の展開 

 

 

 

基本目標１ こころ健やかに支え合うまちづくり 

（１）こころの健康づくりの推進 

市民の生きがいづくりやこころの健康づくりを支援し、多彩な資料の提供に

より正しい知識を広めます。また、健康に関する相談や健診を通じて疾病の予

防と早期発見を促し、自己健康づくりの普及啓発を行います。 

さらに、母子保健においては子どもの発達支援や出産育児に関連するメンタ

ルケアの重要性について普及啓発を行い、赤ちゃん訪問・赤ちゃん健診を通じて

産後うつなどの問題を評価し支援します。 

ハイリスク者の早期発見及び精神疾患・睡眠に関する啓発活動も、こころの

健康づくりのとして展開していきます。地域の住民のこころの健康づくりを継

続的に支援しています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

図書館資料による 
情報提供 

・住民の生涯学習の場として様々な分野の図
書館資料を貸し出す。生きがいづくり、生活
上の悩みや心身医療等の資料の貸出により、
正しい知識の普及やこころの健康づくり等
を支援する。 

生涯学習課 

健康に関する相談と支
援 

・各種健診を実施するとともに、自ら健康づく
りに取り組むことができるよう、健康教育や
健康相談などを開催し、疾病の予防、早期発
見、早期治療につなげる。 

健康福祉課 

母子保健に関する 
相談と支援 

・妊娠届出時やマタニティ教室・育児教室・健
診等で子どもの発達支援を行うとともに、出
産育児に伴うメンタルケアについて普及啓
発を図る。また、必要時適切な医療や相談機
関へ速やかにつなげる。 

こども家庭課 

産婦・赤ちゃん健診、 
赤ちゃん訪問 

・産婦健診、赤ちゃん訪問、赤ちゃん健診の産後
の一連の流れにおいて、EPDS（エジンバラ
産後うつ質問票）を実施し産後うつや産婦の
抱える問題を評価し支援する。必要時、医療
や相談機関と速やかに連携をとる。 

こども家庭課 
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取組名 取組内容 担当課 

ハイリスク者の早期発
見 

・自殺未遂者や多重債務者、生活困窮者、うつ
病患者など、自殺の危険性が高い方に対し、
関係機関等と情報共有・連携を行い、早期支
援につなげる 

健康福祉課 
長寿介護課 
こども家庭課 

うつ等の精神疾患・睡
眠に関する啓発 

・不眠などの睡眠障がいは、精神疾患で頻度の
高い症状のため、睡眠の重要性について周知
啓発を行う 

健康福祉課 
長寿介護課 
こども家庭課 

 

（２）自殺予防の大切さの啓発と周知 

市民一人ひとりが、自殺に関することを正しく理解し、自殺予防の重要性を

認識できるよう継続して啓発を進めます。 

また、うつ病等の精神疾患に対する正しい認識をもつことへの啓発や、自殺

や心の健康問題に対する正しい知識の普及活動を推進し、市民の精神疾患に対

する理解を深める取組を進めます。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

広報等による情報発信 
・市で発行している広報誌やホームページに

おいて、自殺予防週間等にあわせて相談窓口
や自殺予防に関する情報を発信する。 

健康福祉課 
情報推進課 

かほく市出前講座 

・行政の取組の説明や、職員の専門的知識・技
術を生かした講座を届ける「かほく市出前講
座」のメニューの一つに、こころの健康や自
殺問題を取り入れることで自殺対策の理解
を図る。 

健康福祉課 
生涯学習課 

自殺予防普及啓発事業 

・自殺予防週間と自殺予防月間に合わせて普
及啓発グッズとともにこころの相談窓口を
周知する。 

・こころの健康を保つ生活の工夫等のミニ講
演会など自殺予防に関連するイベントを実
施する。 

・成人式・立志式で自殺予防対策関連グッズや
相談窓口のちらしを配布する。 

健康福祉課 

生涯学習フェスティバ
ル 

・一般市民が集まる機会を利用して、自殺予防
対策関連グッズの配布やこころの健康を保
つ情報の提供を行う。 

健康福祉課 
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（３）自殺を防ぐ地域力の向上 

自殺を防ぐためには、助けあい・支えあいの地域づくりが重要です。また、

日頃からの助けあいが広がることで、災害などの緊急時においても支え合うこ

とができます。さらには、子育て世代への理解、高齢者への理解、障がい者へ

の理解などが進むことで、一人ひとりが生きやすく、暮らしやすい地域となり

ます。 

本市では、母子保健、高齢者支援、男女共同へ向けた取組等を総合的に実施

することで、地域住民同士のつながりを強め、自殺を防ぐ地域力の向上につな

げます。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

障がい者当事者家族会 
・障がいのある方やその家族が集まり、交流

会・情報交換・困ったことの相談等を行う。 
健康福祉課 
こども家庭課 

母子保健 
（子育て相談） 

・育児に関する相談や保護者同士の交流を図
るとともに、産後うつ等のメンタル不調に関
する相談支援を実施。必要時、適切な医療や
相談機関へ速やかにつなげる。 

こども家庭課 

母子保健 
（遊びの教室・発達相談） 

・発達に障がいの疑いがある児とそのご家族・
支援者からの相談に応じ、臨床心理士による
専門的な相談等を行う。必要に応じこども園
や医療機関等と連携し支援する。 

こども家庭課 

認知症にやさしい 
まちづくりシンポジウ
ム 

・当事者や家族が安心して地域で生活できる
ように、認知症の普及啓発をはかり、地域の
理解者の増加を図る。 

長寿介護課 

高齢者包括的支援事業 
・医療・介護等の関係機関と連携し、多職種に

よる包括的な支援体制の構築、充実を図る。 
長寿介護課 

認知症カフェ 
・当事者・家族・地域住民等が介護施設等で開

催される認知症カフェに参加することで、地
域の理解者の増加を図る。 

長寿介護課 

認知症サポーター 
養成講座 

・認知症サポーターの養成や、サポーターステ
ップアップ研修等を受講したサポーターも
活用し、認知症の方を温かく見守り、適切な
援助ができる地域づくりを推進する。 

長寿介護課 

家族介護者教室 

・介護者が集い、介護について学び、情報交換
や交流をはかることで、介護者が悩みを抱え
込まないような体制をつくる。特に男性介護
者は悩みを抱え込みやすいため、介護者教室
の周知を積極的に行っていく。 

長寿介護課 
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取組名 取組内容 担当課 

男女共同参画の推進 

・人権擁護所管の市民生活課と男女共同参画
所管の生涯学習課が連携して年１回映画の
上映会を開催する。 
また、生涯学習フェスティバルが 11 月に開
催される場合、DV 根絶に向けたパープルリ
ボンメッセージカードとツリーの設置も行
う。 

生涯学習課 
市民生活課 

性的マイノリティの方
等に対する支援の充実 

・パートナーシップ宣誓制度などにより性的マイ
ノリティの方等が暮らしやすいまちづくりに
つながる支援をする。 

市民生活課 

放課後児童クラブ事業 
・児童を学童保育クラブで預かる際、自殺に関

する正しい知識をもつことで、困っている生
徒や保護者を専門家へ繋ぐことができる。 

こども家庭課 

防災対策事業 

・災害直後の精神科医療を確立するとともに、
大規模災害により精神的ショックや精神的
ストレスを受けている市民等に対して、関係
機関と連携し、精神相談等の精神保健医療対
策を講じ、精神的不調の早期治療や不安の軽
減を図る。 

防災環境対策課 

 

（４）児童生徒のSOSの出し方に関する教育 

児童生徒のSOSの出し方に関する教育において、学校では命の大切さを体験

を通じて学び、幼小連携協議会や小中連携協議会を通じて情報共有と円滑な接

続を図り、さらに児童生徒の心の変化を観察するために総合質問紙調査を実施

します。 

教職員研修事業も行い、いじめや不登校に関する対応に向けた理解と対処方

法を向上させています。また、いじめ問題に対処するためにいじめ問題対策連

絡協議会を開催し、早期発見と再発予防を図っています。 

さらに、児童生徒と保護者への支援として、教育センター、スクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカーを活用し、相談支援を図ります。消費者

教育と児童虐待対応も重要な領域で、未然防止に向けた啓発事業や多機関連携

を通じて、児童生徒の安全・安心な環境づくりを推進します。 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

①幼小連携協議会 
②小中連携協議会 

・認定こども園と小学校、小学校と中学校が、
協議会や相互参観・交流活動等を通し情報共
有や支援方針などについて理解を深め、円滑
な接続に向けて連携する。 

学校教育課 
こども家庭課 

総合質問紙調査 

・児童生徒の心の変化を観察するため、小学校
3 年以上の児童及び中学校全生徒に総合質
問紙調査を実施し、その結果を活用し、「い
じめや不登校の改善」、「学校生活の意欲が低
下している子どもの発見」などに取り組む。 

学校教育課 
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取組名 取組内容 担当課 

教職員研修事業 

・いじめや不登校、暴力行為などを起こす児童
生徒への対応について、教職員向けに研修を
実施し、生徒指導上の問題に対する理解と対
処方法、また未然防止について理解を深め
る。 

学校教育課 

かほく市いじめ問題対
策連絡協議会 

・いじめアンケート実施後、各校設置の「いじ
め問題対策チーム」が中心となり迅速な対応
に努めるとともに、いじめの未然防止につい
ても各校において積極的な取組を行う。ま
た、学校と関係機関で構成する「いじめ問題
対策連絡協議会」を開催し、情報の共有、各
校のいじめ防止基本方針の点検と見直しを
行い、いじめの早期発見、即時対応、継続的
な再発予防を図る。 

学校教育課 

教育センター支援 

・子育て上の問題から不登校やいじめ等の学
校生活に関わる様々な相談まで、臨床心理士
や教育相談員が相談を受け付け、問題の早期
発見や適切な関係機関への取次等の支援を
行う。 

学校教育課 

スクールカウンセラー
支援 

・スクールカウンセラーを配置し、市内の小・
中学校の児童生徒へのカウンセリングや行
動観察、登校支援を行う。また、保護者や教
職員からの相談にも対応し、問題解決に向け
て助言・援助などを行う。 

学校教育課 

スクールソーシャルワ
ーカー支援 

・社会福祉等の専門的な知識や技術を有する
スクールソーシャルワーカーを活用し、様々
な課題を抱えた児童生徒に対し、福祉的知識
をもって関係機関等とのネットワークを活
用し課題解決への対応を図る。 

学校教育課 

消費者教育の推進及び 
小中学生への啓発事業 

・若年層の消費者トラブルの未然防止に向け、
年齢に応じた啓発事業を行う。 

消費生活センタ
ー 

児童虐待の対応 
・虐待早期発見を目標に要対協調整役として

多機関と良好な関係作りを心掛け、連携を密
にしていく。 

こども家庭課 
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基本目標２ 適切な相談と支援につなげるネットワークづくり 

（１）相談窓口体制と連携強化 

市民が、自分の周りにいるSOSを発している人の存在に気づき、声をかけ、必

要に応じて適切な相談機関や専門家等につないでいけるよう進めていきます。 

また、自殺は多種多様な要因が複雑に関係していることから、制度のすきま

に陥ってしまう人の支援にも気を配りながら、市民の状況に応じたきめ細かな

相談支援に努めるとともに、関連する支援内容や相談窓口の周知を図っていき

ます。 

さらに、自殺の原因や動機となる健康問題、経済・生活問題、家庭問題、学

校問題、職場問題など様々な悩みを抱える市民が、適切な相談機関につながり、

問題や悩みの解決が図られるよう、相談機関の連携・ネットワークづくりを進

めていきます。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

地域福祉相談 
・地域の福祉相談の窓口として、常に住民の立

場にたって相談に応じ、必要な支援を担当す
る機関と連携し対応する。 

健康福祉課 

心配ごと相談 
・地域住民のあらゆる相談に応じるために、民
生児童委員等による相談窓口を設置する。 

健康福祉課 

行政相談委員・人権擁
護委員による相談 

・他課が実施する心配ごと相談に相談役とし
て人権擁護委員などを派遣し市民からの相
談を受ける。 

市民生活課 

暮らしとこころの相談
会 

・弁護士による雇用や生活の問題等について
自殺予防の観点を加えた総合的な相談会を
開催する。 

健康福祉課 

消費生活相談 
・多重債務・借金問題・消費者トラブル等につ

いて適切な相談支援を実施する。 
消費生活センタ
ー 

子育て相談 

・困り感早期発見を目標に保護者の声に耳を
傾ける。支援に繋げるために多機関と良好な
関係作りを心掛け、連携を密にしていく。 

・育児に関する相談や保護者同士の交流を図
るとともに、産後うつ等のメンタル不調に関
する相談支援を実施。必要時、適切な医療や
相談機関へ速やかにつなぐ。 

こども家庭課 

こども発達相談支援セ
ンターの相談事業 

・発達に障がいのある児または疑いのある児
とそのご家族・支援者からの相談に応じ、必
要に応じこども園や学校等の他機関と連携
し支援する。 

健康福祉課 
こども家庭課 
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取組名 取組内容 担当課 

教育相談 
・いじめや不登校などの教育相談に応じ、必要

に応じスクールカウンセラーや他機関と連
携し支援する。 

学校教育課 

母子・父子自立支援員
による相談支援 

・母子・父子自立支援員が、ひとり親家庭等の
相談に応じる。生活の安定、児童の福祉の増
進を図るため、自立に必要な情報提供及び助
言、職業能力の向上及び求職活動に関する支
援を行う。 

こども家庭課 

健康相談支援 

・心身の健康に関する個別の相談や障がいに
関する相談に相談支援専門員や精神保健福
祉士、社会福祉士、保健師等の専門職が応じ、
関係機関と連携して支援を行う。 

健康福祉課 

障がい福祉に関する相
談支援 

・かほく市障害者相談支援センターあおぞら
にて、専門職員が障がいや難病をもつ方の生
活に関する相談に応じ、必要に応じ医療機関
や他機関と連携し支援する。 

健康福祉課 

相談支援専門員による 
相談と支援 

・相談支援専門員が障がい者の立場に立って
相談に応じ、必要な支援を担当する機関につ
なげる。 

健康福祉課 

精神科医による個別相
談 

・精神科医による児童精神相談を行う。 

・必要時、県での精神科医、保健師等によるこ
ころの悩み相談の紹介を行う。 

健康福祉課 

高齢者健康相談 

・公共施設等で心身の健康に関する個別の相
談を受け、必要に応じ医療機関等(専門医含
む)の受診を勧奨する。また、個人の健康相
談記録を整理することで、より適切な助言・
指導を行う。 

長寿介護課 

高齢者・障がい者・児童
虐待の対応 

・虐待への対応を糸口に、当事者や家族などを
支援することで、背後にある様々な問題につ
いても適切な専門的関係機関につなげる。 

長寿介護課 
健康福祉課 
こども家庭課 

ＤＶ対策等総合支援 
・配偶者等からの暴力の相談及び被害者の保

護を行う。 
こども家庭課 

無料法律相談 
・民事上のトラブルを抱えた住民に対し、専門

家への相談機会を提供する。 
市民生活課 

生活困窮者自立支援制
度（就労準備支援事業・
自立相談支援） 

・何かしらの理由により生活に困りごとや不
安を抱え、生活に困窮している方に対し、相
談支援を行う。また、就労に向けた準備が整
っていない方を対象に、一般就労に向けた能
力の形成を計画的に支援する。 

健康福祉課 

公営住宅家賃滞納整理
対策 

・公営住宅の滞納使用料の効率的収納と自主
納付を促進しつつ、減免や徴収猶予の対象者
については、適切に制度を適用する。 

都市建設課 

ICTを活用した支援 
・ ICT を活用した相談機関への接触機会の拡
充や相談機関同士の連携及び情報共有にお
ける ICTの活用を検討していく。 

健康福祉課 
こども家庭課 
長寿介護課 
情報推進課 
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取組名 取組内容 担当課 

重層的支援体制の整備 

・複合化・複雑化する福祉課題への対応とし
て、重層的な支援体制の構築をめざすこと
で、自殺リスクの高いと想定される困難な状
況に陥られている方への支援につなげる。 

健康福祉課 
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（２）「気づき」「つなげる」人材の養成 

自殺や自殺関連事象等に関する理解を深めるため、正しい知識の普及啓発に

取り組んでいきます。また、「ゲートキーパー」の役割を担う人材を養成するた

め、研修会を幅広い分野で継続して開催するとともに、自殺対策を支える人材

の確保、育成、資質の向上に努め、認知度を上げるための周知を行います。 

さらに、民生委員・児童委員やボランティアなど、地域で自殺対策に取り組

む人・団体等の活動を支援するとともに連携を深め、包括的な支援の体制づく

りに取り組んでいきます。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

ゲートキーパー養成講
座 

・自殺のリスクを理解し、支援を要する人を把
握したときに、声をかけ、話を聴き、必要に
応じて問題解決を図る適切な相談窓口へつ
なぐことができる人材の育成について関係
機関への周知や講座を行う。 

健康福祉課 

相談支援専門員による 
相談と支援 

・相談支援専門員が障がい者の立場に立って
相談に応じ、関係機関と連携しながら支援を
行う。 

健康福祉課 

障がいを理由とする差
別解消の推進 

・障がいを理由とする差別解消を推進するた
め、普及啓発を行う。 

健康福祉課 

学習支援ボランティア
事業 

・看護大学の学生ボランティアが、メンタルフ
レンドとして生徒たちの心の支えとして話
相手となり、また、学習支援を行う。 

学校教育課 

消費生活サークル育成 
・悪質商法などの消費者トラブルを広く情報

発信するボランティアメンバーを育成し、活
動に対し支援する。 

消費生活センタ
ー 

介護予防サポーター養
成講座 

・定期的に活動する通いの場を運営・サポート
する役割を担うサポーターを養成する。 

・講座受講等に関してプラチナポイントの付
与(令和４年度～開始)をし、担い手の確保を
行う。 

長寿介護課 

手話奉仕員養成研修 
・聴覚障がい者との交流を図り生活の支援や

地域との交流を図る支援者を育成する。 
健康福祉課 
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（３）適切な精神保健医療福祉サービスの提供 

自殺につながるこころの問題を抱えていても医療・行政サービスを受けてい

ない人が多くいます。こころの問題により自殺の危険性の高い人を早期に発見

し、必要に応じて適切な精神科医療・保健福祉サービスが受けられる体制を整

えていきます。 

必要な精神科医療・保健福祉サービスが提供できるよう関係機関と情報共有

を行いながら、調整・支援にあたります。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

休日・夜間の精神科救
急医療の相談支援 

・県が実施している精神科救急医療システム
事業について、夜間・休日等に精神科受診が
必要になった際、事前に当番病院へ電話をか
けて受診するよう支援や啓発を行う。 

健康福祉課 

精神障がいにも対応し
た地域包括ケアシステ
ムの構築 

・精神障がい者及び精神保健に関する課題を
抱える方が地域の一員として安心して自分
らしい暮らしをすることができるよう、医
療、障がい福祉、介護、住まい、社会参加（就
労）、地域の助けあいが包括的に確保された
地域包括ケアシステム体制を構築する。 

健康福祉課 

精神保健対策 
・精神に関する相談・産後うつ等の精神保健の

相談を受け付け、保健所と連携し医療機関を
紹介するなど治療の支援を行う。 

健康福祉課 
こども家庭課 

障がい福祉に関する相
談支援 

・障がいがある方への精神保健福祉士や相談
支援専門員等による個別相談を随時受け付
け、必要な支援を行う。 

健康福祉課 

精神科医による個別相
談（再掲） 

・精神科医による児童精神相談を行う。 

・必要時、県での精神科医、保健師等によるこ
ころの健康相談の紹介を行う。 

健康福祉課 
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基本目標３ 生きるための重点的な支援と充実 

（１）働く人への支援の充実 

仕事と生活を調和させ、充実を感じながら健康で働き続けることのできる社

会を実現するため、ワーク・ライフ・バランスの確保や各種ハラスメントの防

止・解決のための啓発や相談窓口の周知及び情報提供を行っていきます。 

さらに、困窮者への就労支援事業、市内企業への自殺予防普及啓発、教職員

の多忙化解消に向けた取組等を行い、市内の働く人への支援を行います。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

市内企業への自殺予防
普及啓発 

・市内の企業に対してこころの健康や相談窓
口について普及啓発を実施する。 

健康福祉課 

自立支援給付サービス
事業 

・障がいのある方を対象に、就労に関する訓練
や障がい者雇用に関して相談支援専門員が
相談にのり支援する。 

健康福祉課 

暮らしとこころの相談
会（再掲） 

・弁護士による雇用や生活の問題等について
自殺予防の観点を加えた総合的な相談会を
開催する。 

健康福祉課 

生活困窮者自立支援制
度（就労準備支援事業・
自立相談支援）（再掲） 

・何かしらの理由により生活に困りごとや不
安を抱え、生活に困窮している方に対し、相
談支援を行う。また、就労に向けた準備が整
っていない方を対象に、一般就労に向けた能
力の形成を計画的に支援する。 

健康福祉課 

40 歳未満の住民を対象
とした健康診査 

・40 歳未満で、健診を受診する機会のない方
を対象に健診を実施。からだやこころの健康
に関する相談を随時受け付ける。 

健康福祉課 

教職員ストレスチェッ
ク事業 

・労働安全衛生法に基づき、学校職員等のスト
レスチェックを実施し、メンタル不調の未然
防止を図る。 

学校教育課 

教職員多忙化改善の取
組 

・「かほく市立学校教職員多忙化改善取組方
針」に基づき、保護者等との対応時間の設定、
定時退校日の設定、夏季休業期間における閉
庁日の設定、最終退校時刻の設定、部活動の
活動時間、休養日の設定を継続する。 

・部活動については、段階的に地域に移行す
る。 

学校教育課 

職場のメンタルヘルス
の普及啓発 

・市のホームページ、広告や市内事業所へのリ
ーフレットの配布等を行い、メンタルヘルス
やハラスメント防止等の普及啓発を行うこ
とで、労働者のメンタルヘルスの向上につな
げる。 

健康福祉課 
企画振興課 
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（２）高齢者への支援 

高齢者の自殺を予防するためには、医療・介護・予防・住まい・生活支援が

包括的に確保され、高齢者の暮らしを支援する地域包括ケアシステムの深化・

推進を進め、まずは、孤立させないという観点が重要です。 

高齢者を地域や家庭のなかで孤独にさせないための見守りを行うとともに、

いきいきとした心を持続させるために高齢者の生きがいづくりと社会参加の

促進を図ります。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

高齢者健康相談（再掲） 

・公共施設等で心身の健康に関する個別の相
談を受け、必要に応じ医療機関等(専門医含
む)の受診を勧奨する。また、個人の健康相
談記録を整理することで、より適切な助言・
指導を行う。 

長寿介護課 

いきいきシニア活動推
進事業 

・退職後等のまだまだ活動可能ないきいきシ
ニア世代を対象に、就労・ボランティア(講
座講師等の役割)・趣味・学習・健康づくり
に関する情報提供と各種講座を開催するな
どし、高齢者への情報発信を行う。 

長寿介護課 

介護予防事業 

・介護認定の原因にもなる、フレイル(身体・
口腔・食事)状態が悪化しないよう、広く高
齢者等の地域住民にフレイル予防等に関す
る介護予防あれこれ講座を行う。 

・一体的実施事業として、通いの場グループに
対して、生活習慣病悪化予防のための講話を
実施する。(健康課題の深刻化を防ぐ) 

長寿介護課 

認知症カフェ（再掲） 
・当事者・家族・地域住民等が介護施設等で開

催される認知症カフェに参加することで、地
域の理解者の増加を図る。 

長寿介護課 

見守り配食サービス事
業 

・ひとり暮らし又は高齢者のみの世帯で、買い
物調理が困難で安否確認が必要な方を対象
に手渡しで弁当を配達し高齢者の状態を確
認することで、孤立防止や問題の早期発見に
つなげる。 

長寿介護課 

緊急通報システム貸与
事業 

・ひとり暮らし高齢者又は重度身体障がい者
のみの世帯で安否確認の必要な方を対象に
緊急通報装置を貸与する。安否確認の他定期
的な健康相談も行うことで、孤立防止や問題
の早期発見につなげる。 

長寿介護課 

介護予防・日常生活支
援総合事業 

・介護予防・日常生活支援総合サービス事業の
利用により、要介護状態になることを予防
し、また悪化予防をすることで、高齢者が安
心して活動的で生きがいのある生活ができ
るように支援する。 

長寿介護課 



 
48 

取組名 取組内容 担当課 

高齢者総合相談 

・高齢者支援センター職員等が総合的に相談
に応じ、地区民生委員・児童委員や社会福祉
協議会、他関係課等と連携し支援すること
で、高齢者の孤立防止や問題の早期発見につ
なげる。 

長寿介護課 

高齢者・障がい者虐待
防止事業 

・高齢者虐待は、高齢者のいのちの尊厳を脅か
すものであり、虐待を受けている高齢者に対
する保護、養護者の負担の軽減を図ること
等、高齢者虐待防止に資するための措置等を
実施し、高齢者等の権利・利益の擁護を図る。
早期に発見し対応することをめざす。 

長寿介護課 
健康福祉課 

高齢者の孤立を防ぐ居
場所づくり 

・孤独・孤立化した高齢者を対象に民生委員・
児童委員等と連携し、アウトリーチによる訪
問を通じて、リスクの高い状況を把握し、地
域の居場所等につなげていく。 

長寿介護課 

 

 

（３）自殺未遂者や遺された人への支援  

「生きることの阻害要因」(自殺のリスク要因)を減らすとともに、「生きるこ

との促進要因」(生きる喜びを感じられる要因)を増やすという観点から、自殺

未遂者への支援、遺された人への支援を行っていきます。 

さらに、自殺により遺された親族等を支援するため、必要かつ適切な支援情

報の提供、相談体制の充実に努めるとともに、自死遺族等の自助グループの運

営支援やグループ活動の情報提供を進めます。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

自殺対策連絡会 
・庁内・関係機関と連携し、計画の進捗状況の

確認及び自殺を取り巻く地域課題を共有す
る。 

関係機関 

自殺企図者の相談支援 
・医療機関と連携し、自殺企図者の再企図につ

ながらないように訪問や電話等による相談
を実施し、専門機関につなげる。 

健康福祉課 

自殺未遂者等の支援に
かかる医療連携体制の
構築 

・自殺未遂者に接する機会が多い消防署との
連携がとりやすい体制を継続し、必要に応じ
て自殺未遂者の支援を行う。 

健康福祉課 

遺族の方への支援 

・県で実施している遺族交流会に関する各種
情報提供等の支援を行う。 

・遺族の方への情報について、窓口やホームペ
ージ等で情報提供を実施する。 

健康福祉課 
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（４）女性への支援の充実  

新たな「自殺総合対策大綱」において、コロナ禍の影響などにより女性の自

殺者が増加したことから女性に対する支援の強化が初めて重点施策に盛り込

まれました。 

その中で、予期せぬ妊娠などで悩みや不安を抱えた若い女性への支援を推進

し、非正規雇用や子育て中の女性などにきめ細かい就職支援を行うとしていま

す。 

本市においても、悩みや不安を抱えた女性への支援を充実します。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容 担当課 

妊産婦への支援 

・保健師や助産師による妊娠期・産後の面接や
アンケート、訪問を行い、産前・産後うつの
リスクが高い方を把握し、必要な支援につな
げる。 

こども家庭課 

男女差別、短時間労働
等、困難な問題を抱え
る女性支援 

・社会生活を営む上で困難を抱える女性への支
援のため、女性相談支援員を配置し、相談体
制の拡充を図る。 

・雇止めなどの雇用問題等、困難な問題を抱え
る女性へ必要な情報提供を行い、関係諸機関
や民間団体などと連携し適切な支援を行う。 

・困難な問題を抱える女性への支援のため、相
談先や支援窓口について効果的な周知を行
うとともに、啓発に取り組む。 

生涯学習課 

企画振興課 
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目標値及び目標指標一覧 

国は引き続き、令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30%以上減少させ、

13.0以下とすることを目標としています。本市では、国の方針を踏まえ、本計画が終

了する令和 10年の目標値を現状値より 30％以上減少することとします。 

また、自殺死亡率は人口規模によって変動幅が大きくなることから、複数年におけ

る自殺死亡率の平均値も数値目標に加えることとし、令和６年から令和 10年までの５

年間における自殺死亡率の平均値を、平成 29年から令和３年の自殺死亡率の平均値よ

りも 30％以上減少することをめざします。 

その他、基本理念である「地域がひとつになって いのちを支え合うまち かほく」

を達成するために、目標指標を以下の通り設定し、計画を推進します。 

 

 目標指標 現状値 目標値 

全体 

自殺死亡率（人口 10万人対） 22.8※１ 30%以上減少 

５年間における自殺死亡率の平均値 17.0※２ 30%以上減少 

※１ 国の基準に即し、自殺死亡率の現状値は平成 27年の数値を使います。 
※２ 平成 29年から令和３年の自殺死亡率の平均値。 
 

目標指標 
現状値 

（令和５年） 

目標値 

（令和 10年） 

自殺予防普及啓発の取組の回数 年 3回 年 2回以上 

ゲートキーパー養成数 
132人 

（2019-2023 
 累計 538人） 

年 135人以上 

市内企業への自殺予防普及啓発の回数 年 2回 年 1回以上 

自殺対策連絡会の開催回数 年 2回 年 1回以上 

不安なことや悩み事を相談できるところがある人の
割合 

66.1％ 75.0％以上 

相談したり、助けを求めたりすることは恥ずかしい
ことだと思う人の割合 

19.9％ 10.0％以下 

地域の人と話をしたり、交流したりする機会がある
人の割合 

56.8％ 75.0％以上 

ゲートキーパーの認知度 12.6％ 20.0％以上 
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第５章    計画の推進にあたって 

 

 

 

１ 計画の周知 

計画を広く市民に周知・啓発するため、広報やホームページ・SNSなどを通

して公表するとともに、あらゆる機会を活用して計画のＰＲを図り、市民の自

殺対策への意識を高めます。  

 

 

２ 関係機関との連携 

計画の推進にあたっては、行政のみならず、住民、地域団体、ボランティア、

ＮＰＯなどの多様な主体と連携することが重要です。そして、この連携に欠かす

ことができないのが情報の共有です。ICT等を活用しながら、各主体がもつ情報の

共有を図るとともに、かほく市の活動について、積極的に情報を公表します。 

 

 

３ 計画の進行管理 

進行管理は「ＰＤＣＡサイクル」による「継続的改善」の考え方を基本とし、

「ＰＬ ＡＮ（計画）」「ＤＯ（実施）」「ＣＨＥＣＫ（評価）」「ＡＣＴＩＯＮ（改

善）」のサイクルを回し、事業の継続的な改善を図ります。  
 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

計画に沿って業務を

行う 
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      資料編 

 

 

１ 策定過程 

 

年 月 日 会 議 等 

令和５年４月21日～ 

令和５年５月18日 
こころの健康に関する市民意識調査実施 

令和５年７月27日 庁内自殺対策計画ワーキンググループ実施 

令和５年７月28日～ 

令和５年９月19日 
各部課実施事業評価作業 

令和５年10月４日 第 1回かほく市自殺対策推進委員会 

令和６年１月22日 第２回かほく市自殺対策推進委員会 
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２ かほく市自殺対策推進委員会設置要綱 

平成３０年５月１日 

告示第９７号 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１３条第２項の規定に基づく自殺

対策についての計画（以下「かほく市自殺対策計画」という。）の策定及び自殺対策の

円滑な推進を図るため、かほく市自殺対策推進委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議するものとする。 

（１） 市民の自殺対策の推進に関する施策に関すること。 

（２） その他かほく市自殺対策計画の策定に関し必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 保健医療関係者 

（３） 教育関係者 

（４） 福祉関係者 

（５） 行政機関関係者 

（６） 産業保健関係者 

（７） 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選出し、副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長は会議の議

長となる。ただし、委員の委嘱後の最初の会議は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見若し

くは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、健康福祉部健康福祉課において処理する。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日以後最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

附 則（平成３１年３月２９日告示第３３号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月１５日告示第２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 
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３ かほく市自殺対策計画策定委員会委員名簿 

 

（敬称略、順不同） 

No     氏  名 区  分 所  属 備考 

1 大江 真吾 学識経験者 石川県立看護大学  委員長 

2 中宮 久美子 保健医療関係者 石川県立こころの病院   

3 山本 桂一 教育関係者 かほく市教育センター    

4 川岸 信一 福祉関係者 かほく市民生委員主任児童委員   

5 本多 栄治 福祉関係者 かほく市社会福祉協議会 副委員長  

6 礒辺 吉晃 行政機関関係者 石川中央保健福祉センター    

7 新甫 純一 行政機関関係者 かほく市消防本部消防署   

8 山本 直司 行政機関関係者 石川県津幡警察署 生活安全係   

9 九野 真衣 産業保健関係者 株式会社 PFU 健康管理室   

※任期 : 令和５年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 
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４ 「自殺総合対策大綱」（令和４年 10 月閣議決定）（概要） 

［ 新たな自殺総合対策大綱の概要 ］ 

「自殺総合対策大綱」（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自殺総合対策における当面の重点施策の概要＞ 

 

 

 

  



     

 
57 
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５ かほく市自殺対策計画の策定について（提言） 

[提言書] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[提言の様子] 
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６ 用語解説 

【あ行】 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technologyの略。情報(information)や通信

(communication)に関する技術の総称。 

 

アウトリーチ 

  援助が必要であるにもかかわらず、自発的に申し出をしない人々に対して、公共

機関などが積極的に働きかけて支援の実現をめざすこと。医療機関が、在宅の患者

や要介護者を訪問して社会生活を支援する活動など。訪問支援など。 

 

アルコール依存症 

薬物依存症の一種で、飲酒などアルコールの摂取によって得られる精神的、肉

体的な薬理作用に強く囚われ、自らの意思で飲酒行動をコントロールできなくな

り、強迫的に飲酒行為を繰り返す精神疾患のこと。 

 

ＳＮＳ 

ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。日記やメッセージなどを通じ

て、友人や知人・共通の趣味を持つ人達とインターネット上でつながること。 

 

【か行】 

ゲートキーパー 

悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る

人のこと。 

 

高齢化率 

総人口に占める 65歳以上人口の割合。 
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【さ行】 

自殺死亡率 

自殺者数を人口で除し、これを 1０万人当たりの数値に換算したもの。 

 

自殺総合対策推進センター 

平成 28 年４月 1 日に施行された改正自殺対策基本法の新しい理念と趣旨に基

づき、学際的な観点から関係者が連携して、自殺対策のＰＤＣＡサイクルに取り

組むための地域自殺実態プロファイルなど根拠データの提供及び民間団体を含

め地域の自殺対策を支援する機能を強化する機関。 

 

自殺総合対策大綱 

自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの

であり、平成 19 年 6 月に策定された後、平成 24 年 8 月と平成 29 年 7 月に見直

しが行われた。平成 29 年に閣議決定された大綱について、令和３年から見直し

に向けた検討に着手し、我が国の自殺の実態を踏まえ、令和４年 10月、「自殺総

合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣

議決定された。見直し後の大綱では、コロナ禍の自殺の動向も踏まえつつ、これ

までの取り組みに加え、子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化、女性に対

する支援の強化、地域自殺対策の取組強化、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響を踏まえた対策の推進などを追加し、総合的な自殺対策の更なる推進・強化を

掲げている。 

 

自殺対策基本法 

我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況に対処す

るために、自殺対策に関し基本理念や国、地方公共団体等の責務等自殺対策の基

本となる事柄を定めた法律。 

 

自殺未遂 

自殺とは自ら自分の生命を絶つ行為だが、死に至らなかった場合、自殺未遂と

いわれる。自殺未遂者は自殺者の 10倍以上存在すると考えられている。 
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自殺予防週間 

平成 19 年６月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」において、「９月 10 日

の世界自殺予防デーに因んで、毎年、９月 10 日からの一週間を自殺予防週間と

して設定し、国、地方公共団体が連携して、幅広い国民の参加による啓発活動を

強力に推進」するとしたもの。 

 

自殺対策強化月間 

国の自殺総合対策会議において、「いのちを守る自殺対策緊急プラン」を決定

（平成 22 年２月）し、例年、月別自殺者数の最も多い３月を「自殺対策強化月

間」と定め、関係団体等が連携し自殺対策に関する普及啓発及び当事者が支援を

求めやすい環境づくりを展開することとしたもの。 

 

産後うつ 

分娩後、母体が妊娠前の状態に回復するまでの期間に、急激な身体的変化やホ

ルモンの変化のみならず育児といった心理社会的変化によりうつ病を発症しや

すく、「産後うつ病」とも呼ばれている。 

 

スクールカウンセラー 

学校現場で、児童生徒のカウンセリングや保護者・教職員等の助言・援助を行

う臨床心理士等、心理臨床の専門的な知識・経験者のこと。 

 

生活困窮者自立支援制度 

経済的に困窮し最低限度の生活を維持することができなくなるおそれがある

方へ包括的な支援を行う制度。 

 

【た行】 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、医療や介護など

の支援を包括的に提供するシステム。また、精神障害の有無や程度にかかわらず

誰もが安心して自分らしく暮らすことができるための取組として、精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた検討も進められている。 
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ＤＶ 

「ドメスティック・バイオレンス」とは英語の「domestic violence」をカタカナで表

記したもの。略して「DV」と呼ばれることもある。 

「ドメスティック・バイオレンス」の用語については、明確な定義はないが、日本では

「配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力」という意

味で使用されることが多い。配偶者からの暴力を防止し、被害者の保護等を図ること

を目的として制定された「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律」は、「DV防止法」と呼ばれることもある。 

 

【は行】 

ＰＤＣＡサイクル 

業務管理手法や行動プロセスの枠組みのひとつ。Plan(計画)、Do(実行)、

Check(確認)、Action/Act(行動)の４つで構成されていることから、ＰＤＣＡと

いう名称になっている。ＰＤＣＡサイクルの考え方は、公共分野において事業を

円滑に推進するために広く取り入れられている。 

 

【ま行】 

ママリフレッシュ事業 

子育てママがさまざまなサービスを受けられ、心身のリフレッシュができる機

会を提供している。気軽に集えるコワーキングスペースも無料提供している。子

育て世代がリフレッシュ出来るサービスや健康、ライフプランなど、若い世代の

生活に役立つ情報を提供できる方を募集し実施している。 

 

民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱された非常勤特別職の地方公務員。地域住民の福祉のた

めに、市民の身近な相談役として暮らしを支援している。 

 

メンタルヘルス 

「心の健康」のこと。「心が健康である」とは、前向きな気持ちを安定的に保

ち、意欲的な姿勢で環境（職場）に適応することができ、いきいきとした生活を

送れる状態のこと。 

 


